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｢日本の景観を良くする国民運動推進会議｣設立趣旨及びメンバー

日本の景観を良くする国民運動推進会議 設立趣旨

平成 年 月 日、景観に関する我が国初めての総合的な法律である｢景観法｣が全面17 6 1

施行されました。

景観法においては、良好な景観が現在及び将来における国民共通の資産であり、その形

成について、住民、事業者及び地方公共団体が一体的に取り組んでいかなければならない

ことなどの基本理念が示されています。

景観法の全面施行にあわせ、良好な景観形成を国民運動として展開する契機とするため

に開催された｢日本の景観を良くする国民大会｣の大会決議では、 月 日を｢景観の日｣と6 1

し、美しく風格ある景観づくりを引き続き国民運動として推進していくことが提唱されま

した。

これを受け、国では、景観法の基本理念の普及、良好な景観形成に関する国民の意識啓

発を目的として、新たに 月 日を｢景観の日｣と定め、同日を中心に各種普及啓発活動を6 1

重点的に実施していこうとするものであります。

美しく風格ある景観は、私たちの心の有り様と深く結びついているものであります。今

後、行政はもとより、私たち一人一人が、良好な景観づくりを自らの問題として捉え、後

世に誇りをもって伝えていくことができるよう、皆で率先して取り組んでいくことが大切

であると考えます。

以上を踏まえ、｢日本の景観を良くする国民運動推進会議｣は、良好な景観づくりを国民

的な拡がりのもと持続的な運動として展開していくことを目的に設立するものでありま

す。
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